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 法人税においては、「資本等取引」や「組織再編成」という用語が頻繁に用いられますが、これらの用語の意味するところを

深く考えてみるということは、あまり行われていないように思われます。 

 

 これらの用語やその内容としての「資本金の額」や「合併」などの用語は、それらに該当するのか否かという問題が生じない

限り、その意味内容が問われることとはならないわけですが、近年は、我が国の企業の海外進出が急速に進み、外国で子会

社等が資本等取引や組織再編成を行い、我が国の親会社等の税制上の取扱いにおいて、その資本等取引や組織再編成を

どのように取り扱えばよいのかという問題が生じたことなどから、それらの用語がどのような意味内容のものであるのかという

ことが問われる状況が生じています。  

 

 このため、本稿においては、まず、「資本等取引」とは何かということについて、概要を述べてみたいと思います。 

１．「資本等取引」 

 「資本等取引」という用語は、法人税法 22 条５項（資本等取引の定義）において次のように定義されています。  

 

 「資本等取引とは、法人の資本金等の額の増加又は減少を生ずる取引並びに法人が行う利益又は剰余金の分配（資産の流

動化に関する法律第 115 条第 1 項（中間配当）に規定する金銭の分配を含む。）及び残余財産の分配又は引渡しをいう。」  

 

 すなわち、「資本等取引」とは、①「法人の資本金等の額の増加又は減少を生ずる取引」、②「法人が行う利益又は剰余金の

分配」、そして、平成 22 年度改正で追加された③「残余財産の分配又は引渡し」とされています。  

 

①「法人の資本金等の額の増加又は減少を生ずる取引」 

 

 この①の取引は、株主等から出資を受けた金額である「資本金等の額」を有する法人のその「資本金等の額」を増加させたり

減少させたりする取引ということになります。 

 

 この株主等から出資を受けた金額である「資本金等の額」を増加させたり減少させたりする取引で法人が金銭等を取得した

り交付したりしたとしても、その金銭等の取得や交付を益金の額としたり損金の額とすることはしないという趣旨でこの部分の

定義が設けられたものであり、株主等から出資を受けた元手によって稼得した所得に対して課税を行うという法人税法の基本

構造からして、「資本金等の額」を増加させたり減少させたりする取引を「資本等取引」と定義して益金及び損金のいずれともし

ないとすることは、当然の取扱いということになります。 

 

 この①において注目しておかなければならないのは、「資本金等の額」という法人税法に固有の用語を用いてそれを増加さ

せたり減少させたりする取引を「資本等取引」としていることです。 

 

 このように、①は、法人税法上の観点に立って、法人税法上の固有の概念である「資本金等の額」を増加させたり減少させた

りする取引となるものを「資本等取引」とすることとしているわけです。 

 



②「法人が行う利益又は剰余金の分配」 

 

 この「利益又は剰余金の分配」には、「法人が剰余金又は利益の処分により配当又は分配をしたものだけでなく、株主等に対

しその出資者たる地位に基づいて供与した一切の経済的利益を含む」（法基通１－５－４）とされています。  

 

 この株主等に出資者たる地位に基づいて供与するものは、法人が行う課税済み留保所得の分配であって、それが損金とな

らないことは、当然のことと言わなければなりません。 

 

 しかし、この②は、上記①とは異なり、法人税法に固有の「利益積立金額｣という用語を用いて｢利益積立金額の増加又は減

少を生ずる取引｣とすることとはされていません。 

 

 このため、文理解釈によると、「利益又は剰余金の分配」に該当しない｢利益積立金額の増加又は減少を生ずる取引｣は、こ

の②に含まれず、組織再編成に際して利益積立金額が増加したり減少したりするものは、これに含まれないと解さざるを得ま

せん。 

 

 平成 13 年度の組織再編成税制の創設以前においても、例えば、合併に際して被合併法人の利益積立金額が合併法人に

引き継がれるところに関しては、利益積立金額の減少と増加が法人間で生ずることから、その利益積立金額の減少と増加の

いずれの部分も「利益又は剰余金の分配」に含まれないと解さざるを得ない状態となっていました。 

 

 しかしながら、このような法人間で利益積立金額が増加したり減少したりする取引が益金の額や損金の額を生じさせるもの

として処理されていないことは、周知のとおりです。 

 

 このことは、②の「利益又は剰余金の分配」という定義に課題があることを示しています。 

 

 加えて、この②が｢利益積立金額の増加又は減少を生ずる取引｣とされていないということは、税法に固有の概念である「利

益積立金額」が零又はマイナスであったとしても、「利益又は剰余金の分配」に該当する取引が行われた場合には、これに該

当してその取引が「資本等取引」となる、ということを意味している点にも、注目しておく必要があります。 

 

 また、この②は、会社法上の「剰余金の配当」という用語を用いて定めることとされているわけでもありませんので、｢剰余金

の配当｣がこれに含まれることになるのかという疑問も生じてくることがあり得ると考えられます。 

 

 しかし、これに関しては、上記通達において「株主等に対しその出資者たる地位に基づいて供与した一切の経済的利益」が

これに含まれるとされていることから、株主等に対する会社法上の「剰余金の配当」やみなし配当とされるものがこれに該当す

ることに関しては、疑義はないものと考えられます。 

 

③「残余財産の分配又は引渡し」 
 
 この③は、平成 22 年度改正において追加されたものです。 
 
 「残余財産の分配又は引渡し」がどのようなものかということを確認するために、その仕訳を示してみると、次のとおりとなり

ます。  
(借方) 

資本金等の額 ×××   (貸方) 資  産 ××× 

    

利益積立金額 ××× 



 

 この仕訳から分かるとおり、「残余財産の分配又は引渡し」は、「資本金等の額」の減少及び「利益積立金額」の減少と資産の

移転ということになります。 

 

 このうち、「資本金等の額」の減少と「利益積立金額」の減少は、上記②の解説において述べたとおり、上記②の取引に該当

することとなります。 

 

 平成 22 年度改正前は、法人が残余財産を分配して清算する場合には、清算所得課税が行われており、各事業年度の所得

に対して課税するという仕組みは採られていませんでしたが、残余財産の含み益を計算してその合計額を「清算所得」とし、そ

の「清算所得」に対して課税を行うのか否かということは、上記の仕訳で示される残余財産の分配の処理中の「資本金等の額」

と「利益積立金額」の減少が上記①と②の取引に該当するのか否かということとは、全く関係のない話です。平成 22 年度改正

前においても、残余財産の分配においては、上記の仕訳で示す取引が行われており、その取引中の「資本金等の額」と「利益

積立金額」の減少は上記①と②の取引に該当するものとされていました。この「利益積立金額」の減少が上記②の取引に該当

するとされていたために、平成 22 年度改正前においても、残余財産の分配がみなし配当の事由とされていたわけです。 

 

 平成 22 年度改正前のこのような事情と｢法人の資本金等の額の増加又は減少を生ずる取引｣及び「法人が行う利益又は剰

余金の分配」に関する上記①及び②の解釈を踏まえると、自ずと、この③の「残余財産の分配又は引渡し」は、資産の移転を

指すということにならざるを得ず、平成 22 年度の「残余財産の分配又は引渡し」を「資本等取引」に加える改正は、上記の仕

訳の資産の移転を「資本等取引」としてその取引から益金の額も損金の額も生じさせないこととする改正であったと説明しなけ

ればならないことになります。 

 

 しかし、平成 22 年度改正は、これとは反対に、残余財産の分配又は引渡しによって株主等に交付する資産に関しては、法

人税法 22 条２項及び３項により、その譲渡利益額又は譲渡損失額を益金の額又は損金の額とすることが原則となるという理

解の下に、62 条の５（現物分配による資産の譲渡）の規定を新設し、その２項において、「残余財産の全部の分配又は引渡し

により被現物分配法人その他の者に移転をする資産の当該移転による譲渡に係る譲渡利益額（省略）又は譲渡損失額（省

略）は、その残余財産の確定の日の属する事業年度の所得の金額の計算上、益金の額又は損金の額に算入する」としていま

す。 

 

 この平成 22 年度の法人税法 22 条５項の改正と 62 条の５の改正は、明らかに矛盾するものとなっており、二つの改正の整

合性を説明することは、困難です。 

 

 それでは、いずれが正しい改正であるのか、という疑問が生じてくるものと思われますが、この点に関しては、残余財産の分

配又は引渡しに際して株主等に移転する資産の譲渡利益額又は譲渡損失額は益金の額又は損金の額に算入するのが原則

となるため、法人税法 22 条５項に「残余財産の分配又は引渡し」を追加する改正は不要な改正であったということにならざる

を得ません。 

 

 なお、法人税法 62 条の５に関しては、そもそもその内容に疑問があることから、同条が正しいのか否かという問に対して

は、答を留保することとします。 

２．「資本金等の額」 

 上記１①の「資本金等の額」に関しては、「法人（省略）が株主等から出資を受けた金額として政令で定める金額をいう」（法法

２十六）としています。 

 



 このように、法人税法において、｢資本金等の額｣を「法人が株主等から出資を受けた金額」と捉えることは、正しい整理の仕

方ということになります。 

 

 この「資本金等の額」は、周知のとおり、法人税法施行令８条（資本金等の額）において、①「資本金の額」又は②「出資金の

額」に、③増加項目の金額と減少項目の金額を加減算して求めることとされています。 

 

①「資本金の額」 

 

 法人税法においては、この「資本金の額」は、一つの用語として用いられており、「資本金」と「額」を分けて捉えることとはさ

れていません。 

 

 このような用語の用い方は、「利益積立金額」などにおいても同様となっています。 

 

 しかし、会社法においては、「資本金の額」を一つの用語として用いるのではなく、「資本金」という用語をその「額」等とは切り

離して用いています。 

 

 このため、法人税法上の「資本金の額」と会社法上の「資本金」とがどのような関係にあるのかという疑問が生じてくることも

あり得ると考えられますが、この点に関しては、法人税法が会社以外の「法人」も対象とするものであることから、会社法上の

「「資本金」の額」が法人税法上の「資本金の額」に含まれる関係にある、ということになります。 

 

 以上の点に関しては、特段、異論はないものと考えられます。 

 

②「出資金の額」 

 

 法人税法においては、「出資」、「出資金」、「出資金の額」などは、「株式」又は「資本金の額」には該当しないが「株式」又は

「資本金の額」と同様の性質のものと考えてよいものを総称する用語として用いられるのが通例となっています。 

 

 このため、「出資」又は「出資金」という用語を用いないものに関しても、「出資」、「出資金」、「出資金の額」という用語を用い

て表現されることがあり得ます。 

 

 以上の点に関しても、特段、異論はないものと考えられます。 

 

③「資本金等の額」の増加項目の金額と減少項目の金額 

 

 「資本金等の額」の増加項目の金額と減少項目の金額は、非常に多数に亘り、残余の紙面では説明を尽くすことができない

ため、本稿において個々に言及することはしないこととします。 

 

 ただし、この増加項目の金額と減少項目の金額に関しては、「法人が株主等から出資を受けた金額」ではないものを｢資本金

等の額｣とするものが見受けられるなど、実務に際して留意するべき点が少なからず存在しているため、十分に注意する必要

がある、ということを付言しておくこととします。 

  


